  １１－１　福祉用具貸与
                                          　　　　　　　　    （平成１１年　厚生省令第３７号）
	 申請者要件
	 法人

	 人員基準
	 　区分
	   職種
	         　　　　員数・資格等

	
	 従業者
	   専門相談員
   (第194条)
	・２名以上（常勤換算方法）
・保健師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、義肢装具士、厚生労働大臣(県知事)指定講習会修了者、都道府県知事認定講習修了者

	
	介護予防福祉用具貸与、特定福祉用具販売、特定介護予防福祉用具販売の指定を併せて受け、同一の事業所で一体的に運営されている場合、それぞれの人員に関する基準を満たすことをもって、第194条の基準を満たしているものとみなすことができる。

	
	 管理者
 (第195条)
	
	・常勤専従１名
管理上支障がない場合、当該事業所の他職務、又は、同一敷地内の他事業所、施設等の職務に従事可

	 設備基準
 (第196条)
	 ・事業を行うために必要な広さの区画
 ・貸与の提供に必要な設備及び備品等

	
	 ・保管のための設備
	 ・清潔
 ・既に消毒又は補修がされている福祉用具と
 　それ以外の福祉用具を区分可能
	 ・保管又は消毒を他
 　の事業者に行わせ
 　る場合は、設置し
 　なくても可

	
	 ・消毒のための器材
	 ・適切な消毒効果
	

	介護予防の指定を併せて受け、同一の事業所で一体的に運営されている場合、介護予防の設備に関する基準を満たすことをもって、第196条の基準を満たしているものとみなすことができる。


  １１－２　介護予防福祉用具貸与
                                          　　　　　　　　    （平成１８年　厚生省令第３５号）
	 申請者要件
	 法人

	 人員基準
	 　区分
	   職種
	         　　　　員数・資格等

	
	 従業者
	   専門相談員
   (第266条)
	・２名以上（常勤換算方法）
・保健師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、義肢装具士、厚生労働大臣(県知事)指定講習会修了者、都道府県知事認定講習修了者

	
	福祉用具貸与、特定福祉用具販売、特定介護予防福祉用具販売の指定を併せて受け、同一の事業所で一体的に運営されている場合、それぞれの人員に関する基準を満たすことをもって、第266条の基準を満たしているものとみなすことができる。

	
	 管理者
 (第267条)
	
	・常勤専従１名
管理上支障がない場合、当該事業所の他職務、又は、同一敷地内の他事業所、施設等の職務に従事可

	 設備基準
 (第268条)
	 ・事業を行うために必要な広さの区画
 ・貸与の提供に必要な設備及び備品等

	
	 ・保管のための設備
	 ・清潔
 ・既に消毒又は補修がされている福祉用具と
 　それ以外の福祉用具を区分可能
	 ・保管又は消毒を他
 　の事業者に行わせ
 　る場合は、設置し
 　なくても可

	
	 ・消毒のための器材
	 ・適切な消毒効果
	

	福祉用具貸与の指定を併せて受け、同一の事業所で一体的に運営されている場合、福祉用具貸与の設備に関する基準を満たすことをもって第268条の基準を満たしているものとみなすことができる。


